　2009年11月29日（函館）・12月５日（旭川）・６日（札幌）と平和講座を開催した。
　平和講座は、2003年６月に成立した有事法制の狙い、「平和憲法の精神に沿って自衛隊問題を解決するための平和基本法」、さらに憲法の平和主義の意義、国連平和維持活動において日本が果たすべき役割について学習を深める場と位置づけ、2002年に開催し２度目の講座となった。
今回の講座は、憲法の前文と９条を中心とする積極的平和主義を支持する立場から、憲法と自衛隊の存在という現実を解消するために「違憲状態の自衛隊を再編・縮小する」ための第３次の政策提言である「平和基本法」及び鳩山連立政権が誕生し、憲法理念に沿った日本の安全保障政策をどう推進するべきなのか、について学習・議論を深める場と位置づけ開催した。
講演は、「憲法理念に沿った日本の安全保障政策とは～９条で政治を変える平和基本法に学ぶ～」と題して、軍事評論家の前田哲男さんから講演を受けた。
11月29日、函館市で開催した講座では、「21世紀に入った国際情勢における変化の特徴を分析しながら、その中で日本国憲法が求める安全保障とはどのようなものなのか、理念に基づく安全保障のありかたというものは、21世紀の国際情勢の中に見いだせるだろうか、見いだせるとすると、それをどのように具現化できるだろうかという、国際情勢との関連について」説明した。
５日の旭川、６日の札幌の講演では、「平和基本法の必要性と意義に関して、政権交代で国内における画期的な政治的事件が起こった。平和基本法が求めている憲法理念を具現化するための大綱構想・大綱政策は今や実施政策になった。批判ではなく実施できる政治勢力が政権の座についた。その中でどのようなリアリティーを用いるだろうか。もたなければならないのだろうか。

「平和基本法」では、現在、自衛隊の任務とされている領土・領海・領空の警備任務は、改編された「国土警備隊」が担うものとしている。「国土警備隊」は、ただ日本国土に対する「主権侵害行為を排除する」機能－「最小限防御力」のみに限定される。

ここにいう「最小限防御力」とは、自民党政権が自衛隊肥大化の口実としてきた「必要最小限度の自衛力」とはまったく異質のもの。そのことはいくらでも強調しておく必要がある。最小限防御力は、すなわち「最小限拒否力」でもある。あくまで９条２項に明記された「陸海空軍その他の戦力」にいたらない範囲にとどめるため、「交戦権の禁止」はもちろんのこと、保有する実力も国内から越境する能力のない装備に限られる。
つまり「戦力にいたらず」、「交戦権をもたず」、「構造的に攻撃力のない（外国まで行って攻撃する能力をもたない）」実力である。日本のように四面海にかこまれた島国の場合、かなりのところまで、そうした「ハリネズミ型」（構造的攻撃不能力型）の最小限防御力をデザインできるといった講演を受けた。
